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イギリスの犯罪被害者対策 

      「支援のための連携に関する検討会」合同ヒアリング 
2006年 6月 30日（於：内閣府） 
  同志社大学   奥村 正雄 

 
Ⅰ はじめに  
１．イギリスにおける犯罪被害者対策 

・社会福祉政策 
・刑事政策の観点：①1964年に始まる犯罪被害者補償制度による経済的支援、②1974年に
始まる民間ボランティア支援組織による犯罪被害者支援、③1980年代に始まる、二次被害
防止など刑事手続における被害者の保護、④1990年の「被害者憲章」の発表に始まる、経
済的支援、民間ボランティア組織（Victim Support）による支援、刑事手続上の被害者保
護施策の展開、ストーカー対策法や性犯罪者法などの被害類型に応じた刑事立法の整備 
２．2004年ＤＶ、犯罪及び被害者法(Domestic Violence, Crime and Victims Act 2004) 

・2004年 11月 15日成立。 
・『被害者憲章』(1996)     『犯罪被害者のための実務規範』 
・家庭内の性的いたずらの犯罪化や家庭内暴力による児童等の死亡の新犯罪化等のＤＶ被 
害対策規定 
・刑罰賦課金(surcharge)制度の創設 
・地方保護観察委員会による性犯罪受刑者の釈放や精神障害犯罪者の免責等に関する被害

者への情報提供・被害者の意見の申立 
・被害者諮問委員会(Victims’ Advisory Panel)の法制度化 
・被害者援助団体への財政的援助 
・ＣＩＣＡによる犯罪被害補償金の犯人からの求償規定 
 
Ⅱ 犯罪被害者補償制度（Criminal Injuries Compensation Scheme） 
１．旧制度 

・1964年 8月１日より法律ではなく schemeとして施行、「恩恵」としての性格 
 算定の基準は損害賠償型。財源は国の一般会計 
 利点：相当高額の補償裁定（1億円を越す場合も毎年十数件） 
 欠点：民事訴訟と同様に被疑者・被告人の過失認定～裁定・給付の遅延化 
    莫大な補償費用による国家財政の負担増 
           ｜ 
  1994 年より、損害賠償型を原則廃止し、「障害等級表」(Tariff Scheme)に基づき、25
段階の障害の程度に基づく原則一律支給の形態 
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２．現行制度 
・何度かの改正により、現行制度は 1995年犯罪被害補償法に基づき 1996年 4月 1日より
施行。障害等級の改正後、2001年制度を現行制度として施行。損害賠償型の性格も残す。 
 (1) 特徴 
① 障害等級表に基づく 25段階の障害の程度に応じた£1,000～£250,000の支給 
② 就業者に対する 28週間を超える逸失利益の補償（国民の平均賃金の 1.5倍の限度内） 
 28週以内については、法定疾病給与制度により 1週約£56の給付 
③ 特別の医療費給付（高度医療等 NHSの対象外の特別医療経費、住居改造費用、介護
サービス費用等） 
④ 遺族給付（葬儀費用、被扶養関係にあった配偶者、親権者・子供に対する遺族給付） 

  遺族給付：申請者１人につき£5,500（１人のみの場合は£11,000） 
  18歳未満の遺族児童に対する扶養手当（18歳に達するまで年間£2,000） 
  ただし、18 歳未満の被害児童の場合、親権者に支給される補償金が児童の利益に使用
されないおそれがある場合 18歳に達するまで補償金を信託財産とすることが可能 

 ①～④の合計：£500,000以内 
 (2) 制度の趣旨と財源 
・制度の趣旨：政府が国民を代表して同情と社会の連帯共助の精神から給付 
・財源：国の一般会計 
 (3) 受給資格 
① グレート・ブリテン（イングランド、スコットランド、ウェールズ）で暴力犯罪によ 
る被害を受けたこと（北アイルランドは別制度） 

 海外での被害は適用外（＊2005年 7月 1日以降のＥＵ諸国での被害には申請手続支援） 
② 暴力犯罪の被害者と刑事補償の対象者 

  暴力犯罪の定義はなく、CICAの裁量により個別事案ごとに判断（殺人、傷害等の他、 
強姦、放火、DV、汽車転覆等の罪等を含む） 

  財産犯、交通事故被害など過失犯は含まれない。 
③ 被害の結果、肉体的および・または心理的障害を受けたこと 
④ 障害等級表の最低基準１の£1,000を受ける程度の障害を受けた者 
⑤ 事件後速やかに警察に被害を通報し協力すること、事件後 2年以内の申請（児童虐待
の場合は、18歳に達した時点でも可） 

(4) 支給の現状 
・2002年度において 79,248件の申請を解決（99%。前年比 6%増） 
・障害等級表に基づく支給のみで総額£1億 3,201万 7,000（£25万が 3件）【別表１参照】 
・逸失利益等の補償を含め、現行制度では£2億 747万 4,000（約 436億 1,500万円） 
[支給の具体例] 
 申請者：暴行事件による両足大腿骨骨折で、12ヶ月休職。 
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     週給（所得税・国民健康保険を控除）～£400 
休職中、週に£100の社会保障給付を受給 
加害者が損害賠償命令により£500支払命令（補償裁定時に£200受領） 

 ①障害等級：レベル 10～£5,500 
 ②逸失利益：29週～52週（24週）×£400（週）＝£9,600（プラス） 
 ③社会保障給付：24週×£100＝£2,400（マイナス） 
 ④損害賠償命令：£200（マイナス）（残額£300は CICAへ） 
 裁定額：£12,500 
 (5) 支給方法 
・一括方式が原則（被害者の希望により年金方式も可能） 
・仮給付（基本的に行われない～裁定に関する厳格な調査・認定の必要があるため） 
 ただし、補償算定係官が妥当と判断した場合は仮給付可能（特に被害者が重傷害を負い、

または逸失利益の補償を請求している場合で最終判断に相当長期間を要する場合。2005
年 7月 7日のロンドン爆弾テロの被害に適用可能） 
 (6) 他の公的給付との関係 
・公的給付の二重支給は認められない（ただし、障害等級表に基づく補償につき社会保障

給付との調整はない） 
・他の社会保障給付や年金等との調整・減額 
 (7) 不支給事由 
・£1,000以下の被害 
・事件の速やかな通報や警察の捜査協力を怠った場合 
・障害が暴力犯罪の被害から生じたものではない 
・被害者側に過失や前科がある場合は不支給または減額 
・同居親族間の犯罪（ただし、既に加害者が訴追されたか、親族関係が破綻し同居を止め、

再び同居の可能性がない場合は補償対象） 
[2002年度では、申請不適格は約 39,000件あり、①障害の程度が等級１に満たない（10,670）、
②警察の捜査協力を怠る（6,972）、③障害が暴力犯罪から生じたものではない（5,321）、
④事件の前後を通じて被害者側に過失や前科がある等行状が悪い（4,307）、その他の順] 
 (8) 裁定と不服申立 
・裁定機関：犯罪被害補償審査会（Criminal Injuries Compensation Authority） 
  内務省から独立の官庁：約 450 名の職員は内務省およびスコットランド行政府から出
向。ロンドンとグラスゴーに本部。 

・裁定期間：CICAの目標～ケースの 90%は申請受理後 1年以内 
     平均 8ヶ月以内の申請処理 
・不服申立： 
① 再審査：CICAの裁定に不服がある場合～90日以内に再審査請求 
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  再審査率：21.8％（2002年度） 
② 上訴：CICAの再審査結果に不服がある場合～90日以内に上訴可能 

  上訴機関：犯罪被害補償上訴委員会(Criminal Injuries Compensation Appeal Panel) 
   上訴率：5.2%（2002年度） 

上訴の 90%～不支給裁定 
上訴：受理 3,211件、処理 3,655件（2004年度） 

  裁定者（弁護士、医師、一般人から内務大臣が任命）が 3人の合議によりヒアリング 
 (9) 犯人からの求償 
・有罪被告人からの被害者補償支給金の求償（2004年 DV、犯罪及び被害者法 57条） 
 被害者補償の対象となる犯罪で有罪判決を受けた被告人は、被害者補償金額の全額また

は一部の求償通知により、CICAの求償に応じる義務がある。 
 
Ⅲ 被害者基金(Victims Fund) 
・被害者基金制度：2004年 4月より実施～犯罪収益から剥奪した£400万（約 8億 4、200 
 万円を原資として、犯罪被害者に対する支援のための基金 
           ｜ 
・性犯罪被害者の支援に活用 
 性犯罪被害者の各支援組織(SARCs, Voluntary Community Sector)に平均£30,000助成 
・長期的には有罪判決に基づく刑罰賦課金(surcharge)を原資 
                   ｜ 
 2004年 DV、犯罪及び被害者法 14条により新設～裁判所が犯罪行為への課税を行う 
 根拠：反社会的行為を行った者に社会への償い(reparation)の一部として被害者支援に貢
献させるため 
 性格：犯罪行為を行ったことに対する課税 
 ３つのカテゴリー：①有罪判決を受けた被告人、②秩序違反行為に対する反則金、③常

習交通違反者に対する反則金、のそれぞれに賦課金（£５～30） 
 政府の意図：犯罪被害者の補償のための基金として犯罪者に少額の賦課金を支払わせる 
・内務省の意図は、将来的には、被害者基金の原資を刑罰賦課金に求める予定。さらに、

性犯罪被害だけではなく、交通事故被害者や、被害者遺族に対する支援対策に活用予定。 
 
Ⅳ 損害賠償命令(Compensation Orders) 
１．制度の目的と性格 

・刑事裁判において有罪被告人に一定の賠償額の支払を命令し、被害者への迅速な被害回

復の実現と、被害感情の緩和 
・刑事制裁として科され、刑の減軽とリンクなし 
２．制度の概要 
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・生命・身体犯・財産犯による損害のケースについて言渡しの検討 
・被告人の資力調査（資力の範囲内） 
・罰金刑より優先 
・治安判事裁判所における言渡しの上限は£5,000（刑事裁判所は上限なし） 
３．運用状況 

・2004年度では、全体で 123,300人に言い渡された（前年比 2%増）【別表２参照】 
 治安判事裁判所では 117,757人（15％の言渡し）に平均£142 
 刑事裁判所では 5,558人（7%の言渡し）に平均£609（暴力事犯では£609、詐欺事犯で
は£8,488） 
・犯人の資力不足等により、被害回復には不十分な現状 
 
Ⅴ 犯罪被害者支援に係る機関・団体 
１．「犯罪被害者に対する実務規範」(Code of Practice for Victims of Crime)～ 
2006年 4月 3日から（2004年ＤＶ、犯罪及び被害者法 32条） 
刑事司法機関による支援を初めて法律により義務付け 
２．刑事司法機関による支援 

   (1) 各刑事司法機関【別表３参照】 
・警察による支援（被疑者逮捕、訴追、保釈の有無の情報提供、Victim Supportによる支
援付託等） 
・証人保護部(警察と検察の連合)による支援（証言・開廷の期日、裁判結果等の情報提供） 
・検察による支援（訴追の有無、起訴内容の変更等の情報提供、死亡事件・児童虐待・性

犯罪等のケースの不起訴・起訴内容の変更に関する被害者に対する説明等） 
・裁判所職員による支援（証人保護部や警察に対する開廷日と判決に関する情報提供、被

告人側とは別室の待合室の確保等） 
・少年犯罪チームによる支援（少年事件に関する修復的司法におけるチームの役割の説明

と被害者に対する関与の意向の照会、関与を希望した場合の事件処理の進捗状況に関す

る情報提供等） 
・国家犯罪者管理機関（保護観察）による支援（精神障害犯罪者を含む、性犯罪または暴

力犯罪で 1 年以上の拘禁刑の言渡しが出たケースにつき被害者に連絡。犯人の受刑施設
や釈放申請に関する一般的情報の提供、受刑者の釈放条件等に関する意見表明の機会の

提供等） 
・国家犯罪者管理機関（刑務所）による支援（受刑者からの望まない接触を受けた場合や、

受刑者の釈放に不安がある場合の電話相談） 
・パロール委員会による支援（受刑者の釈放決定に伴い被害者に生じうる危険情報を考慮

しパロール決定に反映させること、釈放条件に対する被害者の要求を考慮すること等） 
・犯罪被害補償審査会による支援（補償裁定、補償の減額等の理由説明、補償の再審査等） 
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・犯罪被害補償上訴委員会による支援（上訴手続の最新情報の提供、審査結果の説明等） 
・犯罪事件再審査委員会による支援（有罪判決・量刑を再審査し、再審請求に向けて行う

控訴裁判所・刑事裁判所への付託決定に関する情報提供） 
(2) 不服申立 

・基本的に、各機関に対して書面による不服申立 
 その回答に意義のある場合～議会の苦情処理係に付託 
・実務規範の不履行につき刑事上・民事上の責任は負わない。 

(3) 性暴力付託センター（ＳＡＲＣｓ） 
・1986年から。内務省、厚生省の連携により、全国に 14箇所設置（主に病院内）。 
・活動資金：被害者基金 
・強姦その他重大な性暴力事件の被害者が医療、カウンセリングを受けることができ、検

証のための身体検査・証拠採取を含む警察の捜査を援助する 
・スタッフ：特別の訓練を受けた医師・看護師、危機ワーカー 
 
Ⅵ 民間犯罪被害者援助団体の活動 
１．援助団体の種類 

  (1) 犯罪類型別 
 (a) 総合 
 ・ Victim Support：種々の犯罪被害者への精神的・実際的支援と法廷での証人サービス 
 (b) 児童に対する犯罪 
 ・ 反暴行運動(Anti-Bullying Campaign)：校内暴力の被害児童の親を支援する慈善団体 
 ・ チャイルド・ライン(Child Line)：いじめや児童虐待等の危難に遭遇した児童・青少

年に対する電話カウンセリングを行う慈善団体 
 ・キッズ・ケープ(Kidscape)：児童の安全を増進し、児童虐待やいじめを防止する慈善団
体 

 ・ＮＳＰＣＣ：児童虐待とネグレクトを防止する慈善団体 
 (c) ＤＶ 
 ・ＤＶ避難所(Refuge)：ＤＶ被害を受けた女性と児童のための一時的・緊急の避難施設 
 を提供する慈善団体 
 ・女性支援連合(Women’s Aid Federation)：女性や児童に対する家庭内暴力の被害者を支
援する慈善団体。イングランドに 500箇所の支部 

 (d) 殺人 
 ・児童の死亡支援電話(Child Death Helpline)：児童が死亡した遺族（友人、教師も含む）
の支援を行う慈善団体 

 ・コンパショネイト・フレンズ(Compassionate Friends)：殺人の被害者遺族を支援する
団体 
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 ・クルーズ遺族ケア(Cruise Bereavement Care)：殺人の被害者遺族のカウンセリングと
支援を行う慈善団体（自治体、厚生省その他から約£152万の財政的援助） 

 ・ＳＡＭＭ（Support after Murder and Manslaughter）：殺人の被害者遺族に対する精
神的サポートを行う団体で、Victim Supportの傘下にある。 

 (e) 交通事故 
 ・ブレーキ（Brake）：交通安全と交通事故被害者の支援を行う慈善団体 
 ・反飲酒運転キャンペーン(Campaign Against Drinking and Driving)：飲酒運転による
交通事故で死亡した被害者遺族と傷害を負った被害者に支援を行う慈善団体 

 ・ロード・ピース(Road Peace)：交通事故被害者に対して法手続に関する情報と実際的援
助の提供および長期の支援を行う慈善団体 

 (f) 性暴力 
 ・ライフライン(Lifeline)：家庭内の性的暴力と近親相姦の被害者に対する支援と助言の

電話相談を行う慈善団体 
 ・児童虐待被害者のための全国協会 (National Association for People Abused in 

Childhood)：児童虐待の継続的な影響を克服するための助言や情報を求める人々に対
して電話と書面による支援を行う慈善団体 

 ・サヴァイバーズＵＫ(Survivors UK)：性暴力の被害を受けた男子被害者に対する情報
提供、支援、カウンセリングを行う団体 

 (g) ストーキング 
 ・ブリティッシュ・テレコム（British Telecom）：嫌がらせ電話への対応策を助言 
 ・ストーキング・ネットワーク(Stalking Network)：ストーキングの被害者を支援する慈

善団体 
(2) 活動資金の財源と人材確保 

 ・財源：政府・政府の委員会等、地方自治体、警察等から補助金の財政的援助を受けて

いる団体（Victim Support、クルーズ遺族ケア、ＳＡＭＭ）もあるが、主として個人
や企業からの寄付金、資金調達のためのイベント主催、出版等 

 ・ボランティア（新聞、インターネット等） 
２． Victim Support の活動 

(1) 団体の形態 
・1974年に誕生。1979年に全国組織として慈善団体。個人のトラストと内務省の財政的
援助の始まり。1980年より有給スタッフの採用。警察等と連携した支援活動を行う準
公的性格をもった組織 
・ロンドンに本部。全国（イングランド、ウェールズ、北アイルランド）に 331 の支部
と刑事裁判所と治安判事裁判所に証人サービスを設置。 
・スタッフ：約 15,000 人（約 10,000 人のボランティア相談員、約 3,500 人のボランテ
ィア運営委員、約 1,500人の事務局職員（約 93%がボランティア）） 
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・各ＶＳの構成：シニア・コーディネーター1名、ＶＳと証人サービスに各 1名のコーデ
ィネーター、ボランティアの事務職員と相談員複数名 

・運営委員会：各ＶＳのコーディネーター他、自治体から警察、保護観察所、社会福祉

機関、ボランティア団体などの代表 
・活動資金：補助金（内務省から£2,907 万、その他から£12 万、合計£2,919 万（約

61 億 8,000 万円）、チャリティ目的の活動£65 万、株取引の運用益£7 万、利息£11
万 8,000、その他の収益£21 万＝合計£3,024 万（約 64 億円）（約 96%が内務省の補
助金）【別表４参照】（2004年度） 

 ・各ＶＳの活動資金：約 60%はＶＳ本部から。その他は自治体の補助金、個人や企業か
らの寄付金 

 ・相談員は、ＶＳ本部が作成した訓練マニュアルに従い、犯罪類型別の訓練を受ける 
  (2) 活動内容 
 ・１）犯罪被害者と証人、その他の親族、友人等に対する援助 
  ２）被害者問題の調査結果を社会に広めることにより社会に問題認識と理解を深める 
 ・①危機介入としての被害者の精神的支援、情報提供、②ＤＶや重大な性犯罪被害、幼

児期に性的虐待を受けた成人サバイバー、殺人被害者遺族等に対する長期に渡る（数

ヶ月から数年）専門的訓練を受けた相談員による支援、③裁判所、病院、警察、保険・

社会保障機関等への付添サービス、④犯罪被害者補償制度の申請手続・不服申立の補

助、⑤保険・社会保障、住宅問題等に関する情報提供、助言、⑥被害者の住居・個人

資産に対する被害防止の助言、⑦他の機関との連絡等のサービス、⑧犯罪の影響や被

害者のニーズに関する社会の理解を得るための調査と啓蒙活動 
 ・ＶＳ：年間約 130万人の被害者に対する支援（ほとんどが警察からの付託制度(referral 

system)を利用した情報提供に基づく） 
 ・ＶＳの証人サービス：約 40万人の証人に対する支援 
 
Ⅶ おわりに 
  
 










